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論文内容の要旨
日本のこれからの国づくりのために、環境省が唱える方向性のひとつとして「循環型社会」がある。
日本政府は「循環型社会形成推進基本法」の考え方を踏まえ、環境政策を推進してきているが、政府
だけが旗を振り続けていても実際の「社会づくり j は望ましい方向へは進まない。筆者は、循環型社
会形成においても、社会の様々なステークホルダーが国の方針に沿った実践をすることが不可欠であ
ると考える。そこで本論文では、日本政府が推進する資源化政策と、実際に廃棄物処理を行っている
地方自治体や処理業者の実態に事離性はないか、実態調査分析を行った。
また本論文では、資源循環推進と緊急的廃棄物処理の二つの視点から日韓両国の廃棄物政策におけ
る政策決定過程の比較を行った。日本と韓国は、自然条件や産業構造、急激な経済成長を遂げてきた
経緯、現在抱える社会問題(少子高齢化、格差社会、雇用問題)等の類似点がある一方、古くから存
在する文化(大陸文化と島国文化)や、災害発生の頻度(日本は地震が頻発するが、韓国は安定陸塊
である北中国地塊に属するため地震はほとんど発生しなし、)等は明らかに違いがあると考える。また
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廃棄物政策を含む環境政策の観点から見れば、両国ともに、 ドイツをはじめとしたヨーロッパの政策
に追随する形で政策策定・運用を行ってきている。東アジア地域における循環型社会形成概念の醸成、
国際資源循環政策の展開への動きも出てきており、「廃棄物資源化行政における政策決定過程I という
視座から日韓比較を行う意義は大きいと考える。
以下に各章ごとの内容について概要を述べる。
第 1 章序論
第 l 章では本研究の背景と目的、先行研究を整理し、本論文の学術的な位置付けと、論文構成につ
いて説明した。また日韓比較の意義について言及した。
なお、本論文で明らかにしたいことは以下の二点である。一つ目は、廃棄物資源化行政の政策決定
過程の実態と問題点、そして今後の在り方についてである。三つ目は、地域政策・環境政策における
廃棄物資源化政策の役割についてである。この三点を明らかにすることを目的として、以下の各章で
先行研究のレヒずュ一、実態分析、ヒアリング調査等を行った。
第 2 章 日韓における廃棄物資源化行政の変遷と国際的動向
第 2 章では、日本と韓国の廃棄物資源化行政の変遷と国際的動向を概観した。本章ではまず日本
の廃棄物行政の変遷を整理した。明治期以前から現在まで 6 つの時期に分類し、時期ごとの特徴を
整理した。また現在も抱える課題についても触れた。その一つは 1971 年に「環境の保全に関する行
政を総合的に推進すること」を任務として環境庁が発足してから 30 年間、廃棄物政策全般について
は厚生省が管轄し、廃棄物の最終処分(埋立と海洋投棄)に関する規制基準の設定に関しては環境
庁が管轄する、いわば「二元体制」が続いてきたことである。 2000 年の環境省の設立時点で、この
二元体制には一応終止符が打たれたが、その後も資源循環・リサイクル法関連で、は、経済産業省が
大きく関与するなど、環境省の一元管理はいまだに達成されていないことを指摘した。
次に本章では、日本の廃棄物行政の現状を踏まえ、環境政策の視点から廃棄物資源化政策がどのよ
うに扱われてきているか考察した。日本の環境政策は、当初は公害対策、エンド・オブ・パイプ方式
で法規制整備、ガパナンス整備が進められてきた後、国際的な地球温暖化対策への対応が迫られてき
た 1990 年代頃から、気候変動に関する政府間パネル、気候変動枠組条約への対応、生物多様性の保護
に関する対応等、国際的な動向の流れに乗り、具体的行動目標を定めることなどが重要視されてきた
と言える。また一方で、 1980 年代に起こった欧米からアフリカへの有害物質汚染越境問題等が発覚し
てから、国際的に化学物質対策も強化されるようになり、日本においてもダイオキシンや石綿に関し
て社会問題となったことから、化学物質排出把握・管理の徹底が迫られるようになり、法整備も進ん
だ。
日本の環境政策に関して総合的に考えれば、国の施策が地球温暖化、気候変動や生物多様性とい
戸hd
った地球規模の非常に大きな枠組みで語られるようになってきたことで、市民の視点、も自分が排出
する廃棄物より節電や二酸化炭素排出削減に対する取り組みへの関心がより高まってきたと言える。
またダイオキシン問題に見るように、廃棄物処理そのものや廃棄物処理施設への嫌悪感はますます
高まり、国の規制や施設設備(パグフィルタ一等の排ガス設備)整備が求められるようになったと
言える。環境政策の中で、廃棄物政策は「行政が管理をしっかりすべきもの」、その管理情報は正し
く公開されて、「市民はしっかり監視するもの」であり、こうした構図は資源化政策の意味合いが加
わった 2000 年以降についても政策策定過程や運用に行政以外が参画するものにはなりえなかったと
考えられる。
次に本章では韓国の廃棄物行政の変遷と現状について 5 つの時期に分類して概観した。韓国は日
本同様「公衆衛生」面の対策から廃棄物行政がスタートし、 1990 年代までは日本の法制度整備に追
随する形で、これも日本同様ヨーロッパの政策を参考にしながら法制度整備を進めて来た。しかし
1990 年代以降、徐々に資源循環への世界的要請も高まってきた頃から、日本よりも大胆かっ強力に
発生抑制、資源循環関連法制度を導入してきた。具体的には、拡大生産者責任制度をはじめとして、
再資源に係る責任の所在を明らかにした。また政策の全国一律実施等にみられるように、政府が強
力なイニシアティブを持つトップダウン方式の政策がみられる一方で、市民団体からの意見が反映
されたボトムアップ方式の政策も見られる。
さらに本章では、日本も韓国もドイツをはじめとしたヨーロッパの政策に追随する形で、法規制の
整備が行われてきた中で、 E-Waste 問題にみるように、アジアにおける資源流失、有害性物質の越境
等が新たな問題として顕在化している現状があったことを整理した。本節では、国際資源循環に関わ
る法律として、特に後に第 3 章で取り上げる小型家電に関わりの深い「バーゼ、ノレ法」、 IWEEE 指令」、
IRoHSJ 指令について整理した。また、日本に先駆けて、韓国ではすでに法整備がなされている、韓
国版 WEEE ・ RoHS とも言える「電気・電子製品および自動車の資源循環に関する法律」についても概観
した。
本章の最後に日韓の廃棄物政策の変遷に関して両国の共通点、相違点について整理した。日本と韓
国の廃棄物政策の類似点をまとめると、まず公衆衛生を目的として法律を制定し、一般廃棄物の処理
責任を地方自治体であると定めたことが挙げられる。また、公害への規制が不十分であったことから、
規制強化政策を制定(日本「廃棄物処理法J 1970 年、韓国「環境保全法J 1977 年)した経緯も同様で
ある。そして日韓ともに高度経済成長を経て廃棄物量増大と質の多様化が進み、最終処分場等施設の
確保難と不法投棄・不適切処理等が社会問題化し、「資源の節約J I リサイクル」目的の法整備が進ん
できたことを挙げた。
次に日韓の相違点を含め、それぞれの国の特徴を整理した。日本の廃棄物政策の変遷の特徴として
は、以下の三つを挙げることができる。一つ目は環境規制に対応したエンド・オブ・パイプ型の廃棄
物政策の徹底を目的とした政策理念が長く日本社会に定着していたことである。しかし 1990 年代以降
は既存の制度や技術等の体制を方向転換したため、合意形成プロセスにおいて困難が生じた。二つ目
はパラダイムシフトによる政策手法の変容である。 1990 年代までは廃棄物の適正処理に法政策の重心
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を置いた「規制的手法」であったものが 2000 年以降は「循環型社会基本計画」をはじめとする「計画
的手法」による政策展開がなされた。三つ目は国による統一的な政策よりも、各自治体に政策管理を
委ねている点である。各自治体は国の法規制に則った計画や管理目標を独自に設け取り組んでいる。
また、廃棄物の処理方法として、焼却率が非常に高いという点も特徴的である。
一方で、韓国の廃棄物政策の変遷の特徴は以下の三つを挙げることができた。一つ目は 1990 年代まで
は日本の廃棄物管理法体系・政策を追随する姿勢であったことである。二つ目は 1990 年代以降、非常
に短期間に政策の方向転換を行ったことである。先進的かっ画期的な政策を短期間で導入した。拡大
生産者責任 (EPR) に基づいた生産者責任制度、韓国版 WEEE 等はこれに当てはまる。三つ目は 1990
年代以降の廃棄物政策のパラダイムシフトにおいて、個別政策を全国レベルにおいて一律に導入する
手法を展開したことである。例えば、汚染者負担原則 (ppp) 概念に基づいた一般廃棄物の有料化政策
(従量制政策)の全国一律導入、家庭ごみ処理手数料の有料化政策、生ごみのリサイクル政策、使い
捨て製品の規制制度等が例として挙げられる。また、日本に比べて廃棄物の焼却率が低いことが日本
との相違点である。
次に国際的課題についても考察した。本章では、廃棄物資源化政策の国際的動向を E~Waste を例に
整理したが、国際資源循環を巡っては、日本と韓国両国が属する東アジアにおいても有害物質等の越
境問題が存在することを確認した。 2012 年 9 月、環境省は使用済み小型家電の輸出について、中古品
に該当するかどうかの判断基準の策定を行っていることを挙げ、今後は資源物と廃棄物の判断基準を
巡って、さらに議論が進められる可能性があり、実社会での実効性のある法規制を作り、運用してい
くことが重要であることを述べた。
第 3 章 都市鉱山事業における政策導入と運用実態の事例分析
一政策決定過程と政策動向の日韓比較を中心に一
第 3 章では、日本政府がその資源性に注目し、 2014 年新リサイクル法完全施行を目指している使用
済小型家電のリサイクルに着目した。リサイクノレポートを有し、 2012 年度環境省社会実験の対象とし
て使用済小型家電回収に取り組んでいる山形県酒田市を事例として、自治体の使用済小型家電排出実
態等を定量的手法により調査した。これにより、現在日本政府が描いている「資源化政策」と、実際
に廃棄物処理を行い、新小型家電リサイクル制度への対応を検討している自治体や処理業者の実態は
事離していないか、実証分析を行った。分析の内容は以下の通りである。
I 酒田市埋立ごみ組成分析調査による小型家電リサイクルの妥当性分析
まず実態分析として酒田市埋立ごみ組成分析調査を行った。無作為に抽出した袋 (45Q 容量 80 袋)
の全体と項目別の重量を測定し、小型家電及び資源物の混入率を示した(図 1) 。さらに埋立ごみに含
まれる小型家電の有用金属等含有量を環境省が示すデータをもとに算出し、環境省データに基づいた
場合は小型家電リサイクルの経済的妥当性が認められることを示した(図 2) 。
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4,2 
図 1 酒田市埋立ごみの組成割合
2. 酒田市組大ごみ解体調査による実態分析
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図 2 調査における小型家電の有用金属等重量
次の実態分析として酒田市粗大ごみの解体調査を行った。 粗大ごみとして家庭から出されている廃
棄物の中に、どのような使用済家電があるのか、実際に排出されたものの重さを計測し、 かっ排出項
目内容をまとめた。 さらに排出個数の多かった 6 品目を解体し、素材構成を明らかにした。 調査は 2
回実施したが同様の傾向が見られ、第 1 回の結果は図 3 ・ 図 4 の通りであった。 ラジカセ、炊飯器等
上位 6 品目の個数が全体の約 45% を占め、重量比では上位 6 品目が約 43%であった。 高品位は 1 %以
下(第 l 回 0.6%、第 2 回 0.8 0/0)であった。 さらに上位 6 品目を解体したところ、素材構成比は図 5
の通りであり、プラスチックや鉄の割合が高いことが明らかとなり、レアメタルだ、けでなく、ベース
メタルやフ。ラスチックの資源化の必要性を示した。
プリンタ-
31 
図 3 排出された小型家電の品目内訳(個数・第 1 回) 図 4 排出された小型家電の品目内訳(重量比・第 1 回)
-154-
100% 
90% 
80% 
70% 
60% 
50% 
40% 
30% 
20% 
10% 
0% 
-~~許手く /やや必脅1-"1' à:Y 内命令ーポザバベがJ 命令ぷ
. I ~V 
〈ンー
図 5 上位 6 品目の素材構成比(第 1 回)
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3. 小型家電リサイクルの中間処理における採算性シナリオ分析
本章ではさらに中間処理業者のヒアリング調査に基づいた採算性シナリオ分析を行った。 下記のシ
ナリオ・条件により、 A 社・ B 社・ C 社の採算性分析を行った結果が表 l である 。
【 シナリオ 】
①手解体→売却
②手解体→シュレッダー→売却
③シュレッダー→売却
{条件 ]
⑦高品位のものと低品位のものを前処理で分けた場合
@高品位 ・低品位分類なし
⑨相場変動に連動した場合
表 1 中間処理業者の採算性シナリオ分析結果 (b/c)
A社 B社 C社 平均
(-(1) 0.30 0.21 0.42 0.31 
②ー③ 0.37 0.24 0.48 0.36 
島②工一食@(高値) 0.53 0.39 0.67 0.53 (安値) 0.27 0.17 0.34 0.26 
③-③ 1.65 1.12 1.46 1 .41 
③-⑨(高値) 2.57 1.95 2.38 2.30 
③-⑨(安値) 1.13 0.72 1.05 0.97 
上記表 1 の通り、収益 (b) が費用 ( c) を上回るのは、手解体をせずにシュレッダーをかけた場合
(シナリオ③)であった。 人を雇って手解体をするシナリオ①・シナリオ②では全社で 1 を下回り採
算が取れない結果となった。 相場が高値の場合でもシナリオ②では全社 l を下回った。
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また高品位の含有割合については 、 図 6 の通り 、 平均で 20% を越えなければ採算が取れないことが
わかった。
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図 6 高品位の含有率別シナリオ分析結果 (b/c ) :シナリオ①ー⑦
さらに採算性とコス ト との相関関係を算出した結果、日当や選別単価といった人件費に係 る コ ス ト
との負の相関関係が非常に強いことがわかった(表 2) 。 中間処理業者の採算性確保のためには、 人件
費を低く抑えることが最も効果的であると結論づけることができた。 従って 、 例えば、自治体や国か
らの人件費助成等や人件費を低く抑える施策も視野に入れた議論が進められるべきである。
表 2 採算性とコストの相関関係(シナリオ①)
単相関 (b/c) 日当 破砕単価 選別単価 鉄 アルミニウム 銅 シュレッダーダスト ごみ販売単価 販売単価 販売単価 処理単価 運搬単価
(b/c) 1.00 **ー0.99 一0 . 95 *-0.98 -0.04 -0.68 0.93 0.54 0.52 
日当 1.00 0.90 *0.95 -0.08 0.58 -0.88 -0.43 -0.41 
破砕単価 1.00 **0.99 0.36 0.88 **-1.00 -0.78 -0.77 
選別単価 1.00 0.23 0.80 *一0.98 -0.68 -0.67 
鉄販売単価 1.00 0.76 -0.41 -0.87 -0.87 
アルミニウム販売単価 1.00 -0.90 *-0.98 *-0.981 
銅販売単価 1.00 0.81 0.80 
シュレッダーダスト処理単価 1.00 **1.001 
ごみ運搬単価 1.001 
注 ) 無相関の検定にて判定 ( * : 5弘 料 : 1 弘)。
以上のことを踏まえ、小型家電リサイクルにおいては、住民への適切かつ積極的な広報、各地域に
おけるリサイクル推進ネットワークの構築、採算性の合う選別 ・ 解体など中間処理マニュアル作成を
進めることが重要であることを指摘した。 また経済性 ・ 環境性を十分検証した上、全体の リ サイクル
システム構築に向けて、資源抽出のための中間処理 ・ 製錬 ・ 再資源化方法などを議論すべきであるこ
とを述べた。
一方本章では、韓国において政府よりも自治体が率先して都市鉱山事業を進めており、社会的企業
との連携を進めている現状を調査した内容をまとめた。
日韓における使用済小型家電回収に関する政策および政策決定過程の現状を比較すると、日本は国
の方針を踏まえながら地方自治体ごとの廃棄物政策を決定・運用し、一方韓国は国全体としての強力
な廃棄物政策が背景にある。両国の政策の現状比較と課題についてまとめると、日本は小型家電回収
に関する法整備だけでなく、社会的関心の高まりやそれに伴う地域のシステムがいまだ、整っていない
と言える。一方韓国では固と地方自治の法運営の祖師が大きな問題である。
本章では最後に、今後全国に波及しようとしている都市鉱山事業の体系は、従来のトップダウン形
式ではなく、それぞれの地方地自体へある程度の裁量権を与え、地域政策の中で使用済小型家電回収・
リサイクルを総合的地域政策の一部として、雇用政策・経済政策・社会福利厚生政策等も加味した形
で、進めるべきであることを述べた。
第 4 章 緊急時における廃棄物資源化行政の盲点
一災害廃棄物処理政策の実態に関する事例研究ー
東日本大震災では、通常の数十年分の処理量を抱えることとなった自治体もあり、未曽有の対応を
迫られている。緊急時の廃棄物行政においては、平常時には問題とならないことも問題として噴出す
る結果となった。震災から一年以上が経ってもはっきりとした最終処理までの見通しが立たない自治
体もある。
非常時対応となった災害廃棄物処理に関する政策決定過程には、日本の廃棄物資源化行政の特徴が
表出するものと考える。そこで第 4 章において被災した治岸部市町に対して行ったヒアリング調査、
現地調査をまとめ、非常時において廃棄物行政を機能させるために被災自治体はどのような段階を踏
んで災害廃棄物処理を実施したのか、自治体と県、固との関わりはどのように形成され、処理政策が
作られていったのか、定性的な分析を行った。特に、災害廃棄物処理の政策決定過程についての分析
を通して、現在の日本の廃棄物資源化行政全般が抱える課題について考察を行った。
ヒアリング調査を行ったのは、環境省、 3 つの県(宮城県・岩手県・福島県)、 8 つの自治体(仙台
市・山元町・亘理町・多賀城市・石巻市・岩沼市・名取市・気仙沼市)である。その結果、緊急的対
応であった災害廃棄物処理においては、各被災自治体の政策決定過程に一貫性がなく、廃棄物処理担
当部課が孤軍奮闘していた。国や県の意思決定の影響は大きいものの、現場ではその意思決定を待つ
猶予はなかった。また自治体内では他政策との連携が図れず、住民・被災地外自治体と対峠する傾向
も見られた。こうした構造は自区内処理を原則とする廃棄物行政の特徴と考えられる。また、政策決
定の遅れの影響もあり、「公衆衛生」の確保すら危うい状況となり、「迅速な適正処理j の社会的要請
が時間の経過とともに強まって行った現状があった。
結果として「資源化」政策は後手に回る自治体が多く、有価物が市場相場とかけ離れた価格で取引
されたり、リサイクル可能なものも処理処分されたり、といった事例があった。現地調査の様子の一
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例を下記図 7 ・ 図 8 に示す。
出所 ) 2011 年 7 月 4 日筆者撮影。 出所) 2012 年 2 月 29 日筆者撮影。
図 7 災害廃棄物仮置き場の様子 (仙台市 ) 図 8 災害廃棄物中間処理施設の木 く ず洗浄機 ( 多賀城市)
一方韓国においては、地震が頻発しないためこれまで災害廃棄物に関する学術的研究がほとんどな
かったが、水害等の発生を受け、これまでの統計を利用した分析が始められた段階である 。 予防的視
点に立った災害廃棄物処理計画やガイドラインの作成へ向けた研究も今後増えていくと考えられる 。
本章ではさらに、長期的視座に立った政策決定の必要性を述べ、筆者が携わった文部科学省の復興
教育支援事業の取組みを事例として取り上げた。 そしてどの被災自治体も手探りで災害廃棄物処理に
立ち向かっているいま、「し、ち早く処理する」政策のみに留まらず、復興復旧の一環として、リサイク
ルやエネルギー、若年層の教育及び雇用と いった将来に向けた中長期的目標も内包し、 地域の特色を
踏まえてその地域の復興政策にマッチングさせながら進めていく必要があることを述べた。
第 5 章 政策決定過程における社会的企業. NPO の参画の現状について
第 5 章では、前章までの分析により浮かび上がってきた、「日本では廃棄物資源化行政における政策
決定過程は行政単独によるもので、他の政策アクター(関与者)の存在はほとんどないこと」、 一方で
「韓国では『社会的企業』が廃棄物資源化政策に関与する事例があること」を再確認するため、第 3
セクター側からの現状を整理した。 まず、日本における「社会的企業」の現状、日本における NPO 等
による社会的活動の現状と課題について整理 した。
日本においては、社会的企業の社会への浸透はいまだ成されておらず、学術的研究が行われ始めた
ところと 言える 。 社会的企業の概念の国際的統制が取れていない中で、日本でもヨーロッパ型とアメ
リカ型の潮流が混在し、明確な一般的認識の確立までは至っていない。 NPO については国が認める認
定 NPO 法人の割合はごく僅かで、大部分の NPO は財政面 ・ 人材確保に課題を抱えているのが実態であ
る 。
一方で NPO が抱える課題として「行政の下請け化」や「行政依存体質J を指摘した。 日本の NPO の
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財政状況を見ると、補助金・助成金の確保は、その団体の認定の有無によって大きな差があり、補助
金・助成金を得ることは財源確保の重点項目となっていた。しかしそのことが行政と対等な立場での
事業運営、政策提言等を行うこと等を困難にする要因になり得ることも考えられる。また INPO の自
立j という観点からは、収益事業の拡大への意欲を削ぐことに繋がる可能性について指摘した。日本
では 2001 年から国税庁による NPO の認定制度が続いていたものの、認定法人は全体の 0.5%に過ぎな
い。そこで 2012 年 4 月からは認定事務等も含めて NPO に関する事務を地方自治体で一元的に実施され
るようになった。認定申請に伴う手続きの簡素化を図ることも目的の一つで、ある。国には自治体と NPO
との協働を促進する狙いがあるが、これまでのような NPO を下請け機関として見る姿勢を改め、国や
自治体と対等な立場で政策決定過程や地域づくりに組み込んでいく必要があることを述べた。
次に韓国の社会的企業の現状について整理した。韓国では国の後押しを受けて社会的企業の台頭が
進んでいる。しかし現在のところソウルを中心とした都市部に集中しているため、全国へ拡大してい
くことが課題である。事例研究に取り上げた団体では、組織内人材育成だけでなく、新たな社会的企
業を起業する人材を育てるプロクラムや、フェアトレードなどの国際支援の視点を事業に組み込んで
おり、こうした点は非常に特徴的であった。また国の税制面優遇措置もあり、市民のイメージアップ
に繋がるような広報に力を入れていた側面もあった。総じて収益拡大要素は整いつつあり、こうした
ことが職員のモティベーション向上につながる可能性は高いことが指摘できた。
以上を総括し、「社会的影響力」という視点から考察すれば、現時点では、日本の社会的企業・ NPO
よりも韓国の社会的企業の方が社会的に大きな影響力を発揮していると結論づけた。しかし韓国では
「社会的企業育成法」が施行されてから 5 年が経過したところであり、今後社会的企業の真の実力が
試される時期となり、淘汰も進んでくるものと考えられる。また、日本でも 2012 年 4 月に NPO 認定制
度改正が行われ、 NPO に関わる事務全般が地方へシフトされたばかりである。今後は NPO による地域
に根差した草の根活動が地域社会で大きな役割を果たすスキーム作りが必要になるのではないだろう
か。また日本における社会的企業の台頭も進めていくためには、国の支援、企業や市民を含めた杜会
全体の関心の高まりが必要不可欠である。併せて学術研究の進展も図ってし、かなければならないこと
を指摘した。
第 6 章 廃棄物資源化行政の政策決定過程の特徴に関する日韓比較
第 6 章では、前章までの事例分析等を受けて、政策決定過程の理論の切り口でみると、廃棄物行政
における政策決定過程は如何なるものか考察した。
本章ではまず、政策科学が起点となった政策過程論および政策形成論における政策決定過程のスキ
ームについて概観した。それにより、「政策決定過程」の中には、政策に関する問題設定・確認、政策
アジェンダ(政策課題)設定、政策案作成、選択までのプロセスだけではなく、政策の実施や事後評
価も含まれることが確認され、これに基づき日本の廃棄物資源化行政の政策決定過程の特徴と課題に
ついて考察した。その結果、そもそも日本の政策決定過程は民意が反映されにくい構造であり、特に
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政策評価においては、政策決定者である省庁や自治体の自己評価に留まっている実態が明らかとなっ
た。さらに廃棄物資源化行政の政策決定過程においては、政策変更に対して市民理解を得る難しさを
指摘した。
一方、韓国の廃棄物資源化行政の政策決定過程の特徴と課題についても考察した。韓国では、日本
に比べて廃棄物資源化に関して新しい法規制整備、法規制の変更見直しに積極的である側面がある。
また都市鉱山事業では政府よりも自治体や杜会的企業が行動力を示しており、社会的影響力の拡大や
政策決定過程への参画の期待もできることを指摘した。しかし併せて、その検証段階には至っていな
いことも述べた。
以上を踏まえ、本章では包括的地域政策の中での廃棄物資源化行政のあり方について考察した。地
域における廃棄物資源化行政のあり方について考えると、廃棄物資源化行政が市民との対峠構造の経
緯・現状に鑑みれば、地域における他の政策との連携強化を図るべきである。 例えば、韓国の社会的
企業のような雇用政策との連携、まちづくり政策(被災地の復興政策)との連携を強化し、複合的な
政策として展開する側面も必要となってくると考える。また、復興教育支援事業や社会的企業の人材
育成プログラムの例に見るように、廃棄物の適正処理という短期的視点だけではなく、環境教育を通
じて資源化や廃棄物行政への理解を促す、長期的視点も必要であると考える。さらに、地域を構成す
るステークホルダーが、その地域の廃棄物に関する実態に関して共通理解を得られるよう、地域にお
ける取組について議論を重ねていくべきであることを述べた。
第 7 章結論
前章までの内容を受け、本章では下記のように結論を述べた。
本論文の内容を総括すると、日本の廃棄物資源化行政の政策決定過程は、現段階では社会的合意形
成の問題として捉えられていないと結論づけることができる。一方で、今後都市鉱山事業・小型家電
リサイクル制度にみるように、日本の資源、化政策は推進されていくものと考えられる。 2010 年の OECD
による日本の廃棄物政策への評価では、 3R 政策等高い評価を受けているが、これは市民の 3R 意識の
高さによるものでもある。こうした市民の意識の高さが政策にうまく反映されなければ、地域におけ
る廃棄物資源化政策は根付かない。
では廃棄物資源化行政における政策決定過程は今後どうあるべきか。日本・韓国どちらも廃棄物処
理は自区内処理の原則に則り、各自治体が担っている。そこには地域性が存在し、非常に多様性があ
る。しかしながら、実態把握については現状として不十分であると指摘できる。本論文で見たように、
政策とマッチングしていない局面もある。今後資源化政策推進を図るためにも、域内リサイクルの可
能性も含めて実態把握の実施を、政策決定の事前評価に盛り込むべきである。さらに、域内リサイク
ルが不可能な場合、広域連携等についても事前検討が不可欠である。これまでの実務的側面が強く、
閉鎖的な廃棄物資源化行政を改め、地域内の市民・企業との連携・協力、地域外自治体との情報のや
りとり、連携を図っていくべきである。これまでの対峠構造を改めるアイディアを共に考えるところ
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からはじめるべきではないだろうか。
また、包括的地域政策の中で廃棄物資源化行政を捉える必要がある。そのためには、「廃棄物の処理・
資源化j といった短期的・物的視点、だけではなく、市民への廃棄物をツールとした環境教育・人材育
成などの長期的・人的視点を持つべきである。まちづくり政策や雇用政策・経済政策・福祉政策等と
の連携を図ることも重要であると考える。
地域の廃棄物はその地域に生きる人が排出したものであり、市民の生活様式やその土地の文化が反
映されているとも言える。多様性のある実態に廃棄物政策が即しているのかどうか、政策決定過程に
おいて議論・検証・評価が行われるべきであると考える。
論文審査の結果の要旨
本論文は、小型家電リサイクルの解体実験及び経済性評価、災害廃棄物の適正処理と資源化行政の
現地調査、社会的企業の運用実態に関するインタビュー調査などの具体的な事例分析を用いて、日韓
における廃棄物資源化行政のあり方を再考するとともに、政策決定過程の特徴と課題について議論し
たものである。多岐にわたるテーマを一つの専門分野に囚われず、幅広い視点からのアプローチして
おり、最近の社会的ニーズにかなった研究テーマでもある。小型家電リサイクルや災害廃棄物の政策
研究は、先行研究が少なく、政策決定過程に様々な利害関係者が複雑に絡んでおり、これらの課題を
明らかにした上、政策提言をすることは容易ではないが、適切な事例分析と現地調査の結果を組み合
わせることで、環境政策の研究として一定以上の研究成果が得られたと判断する。但し、幅広い研究
視点に基づいて多様な事例を取り上げており、各事例分析から明らかになったことや本研究の位置づ
けと結論との関係をより明確に記述する必要があったと考える。以下、本論文の内容を簡単に紹介す
る。
まず、第 1 章では、廃棄物の資源としての側面をクローズアップし、先行研究と本研究との違いを
考察しながら、廃棄物資源化行政のあり方を再考する必要性、政策と実態の事離を明確にする重要性、
日韓比較分析の意義を整理した。次に、第 2 章では日韓における廃棄物資源化行政の変遷と国際的な
動向を概観し、両国の特徴を整理した。第 3 章では小型家電の解体実験による組成分析結果に基づい
て、再生資源の流通方法、技術的特徴、相場変動などによる仮説を設定した上、各条件によるシナリ
オ分析を試みた。ここで得られた知見から都市鉱山事業の問題と可能性を明らかにしており、今後の
政策決定に参考になる政策提言を行っている。第 4 章では、東日本大震災によって大きな被害を受け
た被災自治体へのヒアリング調査、災害廃棄物仮置き場の現地調査結果から、震災廃棄物の適正処理
及び再資源化政策決定における矛盾と復興や地域政策として長期的観点が必要であることを主張し、
緊急時と平常時の対応について触れた。第 5 章は、韓国の社会的企業と日本の NPO におけるリサイ
クル活動の特徴について、二つの事例分析を通して紹介した。まだ、学術研究が少ない内容ではある
が、日韓政府の支援体制、地域社会における役割、社会全体の関心について比較分析を行っており、
161 
両社会における市民活動、企業の社会的説明責任、政府の支援策などの特徴を掴め、その大枠を把握
することができたと考える。そして第 6 章では、政策評価の重要性を、各事例分析との関係から説明
し、地域における廃棄物資源化政策のあるべき姿、他の政策との連携可能性について触れている。筆
者は、この章で政策決定プロセスや政策評価の定義、議論の進め方について説明しているが、第 1 章
にこの内容を入れた方が、全体の構成を理解しやすかったと判断する。最後の結論としては、日韓と
もに廃棄物資源化の実態把握が不十分であり、政策決定過程における社会的合意形成の問題として認
識していないことを主な課題としてあげ、各章で明らかになった実証分析の結果から、様々な廃棄物
資源化政策が導入されている中、政策決定過程において十分な議論・検証・評価が行われることの重
要性について政策提言した。
これらの実証分析結果、政策提言は、今後の廃棄物政策研究において非常に参考になる内容であり、
文理融合的な学問領域の研究成果としても評価できる。また、筆者は「東北大学大学院女子学生海外
渡航支援」の助成を受けて韓国東亜大学にて研究成果を発表し、住友生命「未来を築く子育てプロジ
ェクト」の優れた女性研究者として選ばれて受賞するなど、制限された研究環境の中でも積極的、か
つ地道な研究活動を行ってきた。よって、本論文は、博士(学術)の学位論文として合格と認める。
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